

































































No. 月　日 曜 授　業　内　容
1 4 月 17 日 金 ①学園担当 イントロダクションⅠ　映像教材『戦争ー果てしない恐怖』
2 4 月 24 日 金 ②創価大学担当 看護学部教授（「疫学・保健統計」、「国際保健学」）「貧困と平和」
3 5 月 1 日 金 ③創価大学担当 国際教養学部教授（「国際関係論」）「What is Globalization?」
4 5 月 8 日 金 ④創価大学担当 留学生との交流①　「高校生による学校案内と対話」
5 5 月 15 日 金 ⑤創価大学担当 文学部教授（「日露言語コミュニケーション研究」、「ロシア思想」）「創立者の平和行動」
6 5 月 29 日 金 ⑥創価大学担当 留学生との交流②　「高校生による学校案内と対話」
7 6 月 12 日 金 ⑦創価大学担当 文学部教授（「平和学」）「核兵器の問題を考える」
8 6 月 19 日 金 ⑧創価大学担当 国際教養学部教授（「数量経済史」、「東南アジア経済史」）「『アジアの世紀』を生きる」
9 6 月 26 日 金 ⑨学園担当 １学期のまとめ履修者全員がスピーチ
10 9 月 11 日 金 ①学園担当 イントロダクションⅡ　「戦後 70 年を考える」
11 9 月 18 日 金 ②創価大学担当 理工学部講師（「分子生物学」、「植物育種」、「食品加工」）「植物を活用した身近な環境改善法と世界的な環境問題との接点」
12 9 月 25 日 金 ③創価大学担当 文学部教授（「平和学」）「平和主義について考える」
13 10 月 9 日 金 ④学園担当 「第二次世界大戦終結から 70 年ー戦争と平和を考える」
14 10 月 16 日 金 ⑤創価大学担当 留学生との交流③　「高校生による学校案内と対話」
15 10 月 30 日 金 ⑥創価大学担当 留学生との交流④　「高校生による学校案内と対話」
16 11 月 6 日 金 ⑦創価大学担当 法学部教授（「行政法」、「環境法」）「グローバル時代の環境問題を考える」
17 11 月 13 日 金 ⑧学園担当 ディスカッション：映像教材『マザー・テレサ：平和に捧げた生涯』
18 11 月 20 日 金 ⑨学園担当 ２学期のまとめ履修者全員がスピーチ
19 1 月 15 日 金 ①創価大学担当 経済学部教授（「世界経済論」、「開発と貧困の経済学」）「経済格差の社会疫学：競争的・優位社会戦略から親和的・協力的社会へ」
20 1 月 29 日 金 ②創価大学担当 留学生との交流⑤　「高校生による学校案内と対話」
21 2 月 5 日 金 ③創価大学担当 学士課程教育機構教授（「応用経済学」、「アフリカ地域研究」）「ガンジー／マンデラの人権闘争と非暴力」
22 2 月 12 日 金 ④学園担当 １年間のまとめ履修者全員がスピーチ
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大学教員による授業テーマは多様ではあるが、
ディシプリンやトピックスについて統一してい
るわけではない。授業設計はあくまでも高校担
当教員によって策定されており、大学教員は、
ゲストスピーカーとして、高校生にとって新し
い問題点や発想の基点・視点を提示することが
期待されている。担当教員は、具体的な事象や
自分自身の体験を通して学術的研究の意義や効
用を伝えられるように、授業を工夫して臨んで
いる。
平和・人権・環境という枠組みがあるとはい
え、体系的とはいえない多様なトピックスの授
業内容を履修生徒に定着させる工夫として、レ
ポート作成がある。（資料②参照）　履修者は、
授業ごとに内容を振り返る文章を記述し、高校
の担当教員がこれを確認してフィードバックす
ることで、学習内容を一過性のものとさせない
効果があると考えられる。加えて、履修者全員
が学習内容を文章化し、口頭発表するという形
で学期末ごとの振り返りを行い、学習の定着と
効果の測定を行っている。
近年になって大学におけるアクティブ・ラー
ニングが推進されていることもあり、生徒との
双方向コミュニケーションやグループ・ディス
カッションなど大学教員の授業の進め方の工夫
が見られるが、アクティブ・ラーニングという
点では留学生交流の取り組み方が優れていると
いえるであろう。
履修者はグループごとに留学生歓迎と校内案
内というミッションを遂行する PBL（Project…
Based…Learning）に取り組む。事前に、①自
己紹介、②高校案内、③日本紹介、④留学生へ
の質問を用意し、この計画に基づいて当日の歓
迎・交流を行う。（資料③参照）そして、事後
のレポート作成で学習内容の振り返りを行うと
いうプロセスである。最近は、このような留学
生交流授業を 5回実施することで、こうした学
習内容の定着が進むようになったといえよう。
　資料②　授業レポート
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３．創価高校／創価大学連携の特徴
「平和と人権」開設の背景として、創価高校
生徒の推薦進学へのモチベーションの向上、進
学後の学修の定着を目指す狙いがあったことは
既に述べた通りだが、そのテーマが「平和と人
権」であったことはきわめて特徴的であるとい
えよう。創立者を同じくする姉妹校として、建
学の理念を共有し、当然ながら共通の価値観に
基づいた教育ミッションを掲げている。
　創立者池田大作先生の示された各校の建
学の理念は、それぞれの教育の根本的指針
となっており、永遠に不変である。各校通
じて「生命の絶対的尊厳を基調とした人間
主義」を貫き、自身の確立とともに他者へ
の貢献をめざす「人生と社会に価値を創造
する知性と人格を兼ね備えた人材」を育成
することを目的としている。
（「創価一貫教育ミッションステートメント」
［http://www.soka.ed.jp/lesson/mission/
index.html］）
　「創価」とは、価値の創造を意味します。
その価値の中心は生命にほかなりません。
生命の尊厳を守る平和という「大善」に向
かって挑戦を続け、いかなる困難にあって
も価値の創造をやめない―そうした人格、
すなわち「創造的人間」の育成にこそ、創
価教育の眼目があります。
（創価大学「建学の精神」［http://www.
soka.ac.jp/about/philosophy/spirit/］）
創価教育の成果として「創造的人間」の輩出
を目指す以上、高大連携して、自他の生命の尊
厳を判断基準として、自他共の幸福、平和社会
の創造をめざすという価値観を涵養し、現実社
会での実践を促すことが、基幹的な教養教育で
あるといえよう。
創価大学は、建学理念として「人類の平和を
　資料③　留学生交流レポート
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守るフォートレス（要塞）たれ」と直裁に平和
創造を掲げており、この理念の具現化の一つと
して平和問題研究所を創設した。日本の大学に
おける平和研究の制度化の初期（1976 年）に
誕生した研究所では、「核兵器廃絶」、「国連の
機能強化」、「アジア・太平洋地域における平
和構築」といったことを主たる研究テーマとし
て活動を進めていったが、創設初期より研究成
果の社会への還元、とりわけ学生への教育活動
にも積極的に取り組み、1987 年には総合科目
「現代の危機と平和」を開講している。その後、
1992 年度からは「平和と人権」と科目名をあ
らため、2014 年度からは「平和学Ⅱ」として、
内外の講師によるオムニバス講義として定着し
ている。
創価高校としては、建学の理念をともにする
大学の教育資源を活用できるというアドバン
テージがあったわけで、高大連携のメリットが
大きかったといえよう。新科目開設からカリ
キュラムとして定着させるまでにはさまざまな
障害もあったが、20 年近く継続・発展させて
きたことの意義は大きく、文科省のすすめる
スーパー・グローバル・ハイスクールの 2016
年度指定校（「言語技術を磨き、地球規模課題
解決に取り組む能力育成プログラム」）選定の
一助となったといえるであろう。
また、創価大学としても、教育の質を保証す
ることが必須となる時代を迎え、大学教育に対
応して自律的学修をすることができる学生、す
なわち、必要とされる学修成果を獲得すること
ができる学生の獲得がますます重要になってき
た。アドミッション・ポリシーに合致する学生
の養成・獲得につながる高大連携事業としての
授業協力にこれまで以上に積極的に取り組むよ
うになっている。
４．今後の課題
以上、一科目だけではあるが、創価高校と創
価大学における教育協力の取り組みについて、
その経緯と特徴を紹介してきた。様々な環境の
変化の中で今日まで継続してきたことの意義は
少なくないが、今後は授業改善の PDCAサイ
クルを確立する必要があると考える。
授業計画（Plan）と実施（Do）の体制はす
でにできあがっているので、学修成果・教育効
果の測定（Check）と改善（Action）のプロセ
スを組み込んだ組織を立ち上げることが望まし
い。現状は一科目の運営なので大人数にする
必要はないが、高校・大学それぞれの担当教
員（2～ 4 名）で、例えば「平和学入門担当者
会」といった名称で機関として科目運営にあ
たる体制をつくり、担当者が入れ替わっても
PDCAサイクルは稼動し続けるようにするこ
とを提案したい。
特に教育効果の測定体制の確立は重要な課題
である。効果測定のあり方について高大で共同
研究をすることも必要であろう。また、学修成
果の測定だけでなく、履修者の追跡調査（進学
先、大学での学習成果、卒業後進路）を実施で
きれば、教育効果の考察に有意義なデータを提
供することになるであろう。
履修者に関する情報の収集と蓄積を大規模に
行うことは難しくとも、まずは、学習成果（生
徒の作成物）と評価の蓄積から開始し、高大の
担当者で学習成果＝教育効果を検討・評価する
ことで、PDCAを始動できるよう取り組んで
いきたい。

